
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

直轄事業：追加公共事業等に係る直轄事業の着手済率（平成25年度末100％）、契約済率（平成25年度末100％）
国庫補助事業等：追加公共事業等に係る国庫補助事業等の交付決定済率（平成25年度末100％）

地域の経済活性化、又は、雇用創出効果を発現させ、地域の活性化を推進する。

①直轄事業については、国は入札公告等を行い事業に着手（着手済率100.0％、一部契約済率97.6％）、国庫補助事
業等については、地方公共団体は各府省からの交付決定を受け事業に着手（一部交付決定済率96.5％）※数字は
いずれも6月1日時点。
②平成25年３月29日付けで地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）制度要綱（平成25年３
月29日付け内閣府事務次官他）を制定し、各都道府県・政令市あてに発出済
③内閣府は追加公共事業等の地方負担額を把握し、地方公共団体毎に地域の元気臨時交付金の交付限度額を算
定
④地方公共団体に交付限度額を通知（第一次通知 平成25年5月27日）　等

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　　□補助金　　　　□負担金　　　　■交付金　　　　□貸付金　　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

追加公共事業の地方負担額の把握を迅速に行う。

平成24年度補正予算額 13,980億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

経済対策で追加される公共投資の地方負担が大規模であり、予算編成の遅延という異例の状況の中で、地方の資
金調達に配慮し経済対策の迅速かつ円滑な実施を図るため、各地方公共団体の追加公共投資の負担額等に応じて
「地域の元気臨時交付金」を交付し、地域経済の活性化と雇用の創出を図る。

対策における施策の名称 地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）（仮称）の創設

（事業名） 地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）の創設 新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①） （５）地方の資金調達への配慮と本対策の迅速な実施

担当課

対策の柱立て（小区分②）

事業番号 359

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（内閣府）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 内閣府地域活性化推進室

対策の柱立て（中区分） ２．地域の特色を生かした地域活性化

民間企業等 

国（各府省庁） 

（追加公共事業等に係る直轄事業） 

地方公共団体等 

（追加公共事等業に係る補助事業等） 

国（各府省庁） 

民間企業等 

国 

（内閣府、 

各府省庁） 
制度要綱の制

定・発出済

（3/29）、交付限

度額通知（第一

次5/27）、実施

計画、交付決定 

等 

【進捗ステップのイメージ図】 


